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第６回提案検討委員会（H19.10.19）提出資料

道民提案の実現手法等に関する整理一覧表 【特区提案によらなくても対応可能なもの】

（大分類： Ｈ 地方振興対策」 ～ 中分類： 地域活性化」のつづき）「 「

関係 個票
提案数 理 由 等

部課 番号
小分類 細分類 概 要 重複 国 の 現行法令で 現行施策の推進で

そ の 他
除く 専掌事項 対応可能 対応可能

独自基準 １７２ 高断熱高気密の住宅、300 １ １ ○ ・ 道では昭和63年度から産学官が一体となって、北国の気候風土に適した性能・整備を有し、かつ街並 建) 3052H
の設定 住宅に関する 年はもつ資産としての住宅 みとの調和にも配慮した「北方型住宅」の開発・普及に取り組んできており、この結果高断熱・高気密 建築指

建築基準法 とするため、道独自の建築 住宅が一般的に建設されるようになってきた。 導課
基準を作る。

１７３ 既存不適格建築物のうち市 １ １ ○ ・ 技術面で、安全性に関する判断を全ての市町村で実施できるかという課題がある。 建) 4005H
既存不適格建 町村が許可するものについ （道内には、すべての建築物の確認業務を行える特定行政庁が10市、一戸建住宅程度の確認業務を行 建築指
物の活用 て、引き続き他の用途で使 える限定特定行政庁が39市町ある ） 導課。

えるようにする。
１７５ 道路の法定速度、車幅、積 １ １ ○ ・ 最高速度の規制は、車線数や交通事故の発生状況など、様々な要素を考慮して決定しており、専ら安 警) 3007H
その他 載量の特例を設ける。 全など公益的見地からの議論。 交通企

・ なお、交通の安全と円滑の確保、交通公害の防止、沿道住民の意向等の観点から問題がないと判断す 画課
る場合は、道路標識等により、法定速度を超える最高速度を指定することは、現行法令で可能。 企)

交通企
画課

その他 １７６ 国などの施策の導入のた １ １ ○ ・ H16三位一体改革における補助金改革の一環として、地方団体の裁量を拡大する方向で「まちづくり 企） 3043H
都市再生緊急 め、都市再生緊急整備地域 交付金」として整理された経過がある。 計画室
整備地域の指 の指定権限の移譲を受け 参事
定 る。
１７７ 中心市街地活性化法の指定 １ １ ○ ・ 地域の実情により中心市街地が複数存在する場合も考えられるとされていることから、現行の解釈・ 建) 3044H
中心市街地活 における一都市一地域の要 運用で対応可能。 都市計
性化法の指定 件を合併市町村以外の都市 画課

でも認める。
１７８ 自治体主催の美化活動な １ １ ○ ・ 違反点数制度は、危険性の高い運転者を道路交通の場から早期に排除しようとするものであり、全国 警) 1046H
軽微な交通違 ど、地域貢献を行った場合 同一の基準を用いている。 交通企
反の特例措置 に、違反点数を１点戻すな なお、ボランティア活動については、違反者講習において、社会参加型講習を実施しており、選択す 画課

どの特例措置を行う。 ることができる。
１７９ 過疎地域への移住希望者に １ １ ○ ・ 市町村などでは、本道への移住等を検討する方々に対して一定期間の体験滞在を行っている。当該滞 企) 1076H
旅館業法適用 対し 空き家などを開放し 在施設の形態は多様であり、旧町職員住宅などの空き家を滞在施設として利用している例がある。 地域づ、 、
除外措置 宿泊体験をしやすくする。 くり支

援室
１８０ 参入促進 広告収入の確保 ２ １ ○ ・ 国においては、国内外で受発信する電波を、相互に干渉や混信を起こさずに有効かつ公平に利用する 企) 1051H*、 、
コミュニティ 聴取者の安定受信のため、 ため、電波法に基づき、電波の強さを定めている。 地域主 3081H
ーＦＭの出力 出力を最大200Wまでとす ・ 「コミュニティ放送局」＝ 一般の放送局とは異なり、各市区町村において当該地域に密着したきめ 権局参

る。 細かな情報の提供を促進する観点から制度化された小規模な放送局。 事
１８１ 地産地消を促進すると共に １ １ ○ ・ 専ら将来の道州制下における政策展開の議論であるが、日本国における北海道の位置付けを慎重に検 企) 3088H
対外輸入関税 特産品の保護育成を図るた 討することが必要。 地域主
・国内移入関 め、他道州からの移入に対 権局参
税 し課税する。 事
１８２ 多様な生活様式を受容する １ １ ○ ・ 専ら道の地域特性の応じた税制の議論であるが、税負担の公平性など慎重に検討することが必要。 総） 3089H
生活様式の多 道民意識の醸成と北海道の 税務課
様化の促進 地域特性に応じた弾力的な

税率調整を行う。
１８３ 各自治体間をネットワーク １ １ ○ ・ 専ら本道のあるべき社会システム構築に係る政策議論。 企) 3094H
一極集中都市 化し、市民がゆとりある生 地域主
化の解消 活・活動ができる社会シス 権局参

テムを構築する。 事☆本提案内容に関連して庁内提案を検討中： 広域中核市 ・ 町内会事業法人制度」「 」「
１８４ Park＆Rideを推進し、更に １ １ ○ ・ 「北海道地球温暖化防止計画」において 「パークアンドライドなどによる都市部への自動車の流入 企) 3095H、
Park＆Rideの 民間企業の通勤バス制度を 抑制の促進」として、道が行う施策として位置づけている。 交通企
推進 支援する。 画課


